









 本論文は、世界の発展途上国 134 国を対象に 1973 年から 2011 年を分析期間とし、






















 ここにさらに、FDI とエネルギー分野に関する ODA 受入額を説明変数として加えた。


















ーに関する ODA は、わずかであるが二酸化炭素排出量を減らす可能性が見出された。 











 先行研究では、再生可能エネルギーに関する ODA は拠出額が ODA 全体と比較しても
非常に少ないため、影響力は極めて小さいという前提のもと、エネルギー分野全体に
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2030 年代までに、EU を超えるガス市場を有するようになり、2040 年にはエネルギー総
需要が米国のほぼ 2 倍になると予想されている。インドに関しては、 発電および工業
用途の石炭需要が急増し、石炭がエネルギー構成に占める割合はほぼ半分へと上昇す
るとともに、インドは他国を引き離して、世界の石炭消費増の最大の要因となるとさ





























 したがって、今後の二酸化炭素排出量削減のカギを握っているのは非 OECD 諸国であ
ると言える。特に、以下の図１．３及び図１．４の今後のエネルギー需要の予想から









エネルギー全体の需要に占める割合は、OECD 諸国で約 31.1％、非 OECD 諸国で約 25.3％
となっており、OECD 諸国に比べ、非 OECD 諸国の方が再生可能エネルギーに対する需要
が少ないことが分かる。 

























































代表的なものが、気候変動枠組条約参加国会議（Conference Of Parties to the United 
Nations Framework Convention on Climate Change; COP）である。これは環境省によ


















物、氷床下の氷等を使うことが多い。IPCC Working Group Ⅰ Contribution to AR5
（2013a）によれば、太陽の周辺を回る地球の公転軌道が徐々に変化することによって、
太陽から地球が得るエネルギーが変化し、過去５千年を通じて数千年にわたって北半
球の中・高緯度では 19 世紀まで寒冷化していたが、20 世紀以降、年平均地上気温が








問視する見方もある。これについても、反論するための様々な証拠を IPCC Working 





































つは、ローマ・クラブの”The Limits to Growth”に代表されるもの、今一つは「環
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 このローマ・クラブが 1972 年に発行した報告書が Donella H. Meadows, Dennis L. 








































)𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝜆𝜆𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1(𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃 )𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2 �𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃 �2𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑢𝑢𝑖𝑖𝑖𝑖 
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明する。Hiroki Iwata, Keisuke Okadab, Sovannroeun Samrethc(2010)は、1960 年か
ら 2003 年のフランスを対象に、主に原子力発電が二酸化炭素排出量に及ぼす影響につ
いて確かめることを目的として、環境クズネッツ曲線の実証研究を行った。ここでは、






















 Amy K. Richmond, Robert K. Kaufmann(2006)は、1973 年から 1997 年までを分析期
間とし、1990 年に世界のエネルギー需要の 93％を占めていた OECD 諸国 20 か国及び非
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 そこで、環境クズネッツ曲線のモデルに FDI を取り入れて分析した論文として、
Lin-Sea(2014) と Hsiao-Tien Pao, Chung-Ming Tsai(2011) を 取 り 上 げ る 。
Lin-Sea(2014)は、1970 年から 2008 年の間の 39 年間を対象として、マレーシアの FDI
を説明変数に加えた環境クズネッツ曲線を分析した。この論文では、被説明変数を二




 Hsiao-Tien Pao, Chung-Ming Tsai(2011)は、1980 年から 2007 年を対象として、BRIC
諸国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の四か国の FDI を説明変数に加えた環境ク
ズネッツ曲線を分析した。この論文では、被説明変数を一人当たり二酸化炭素排出量
とし、説明変数に GDP、GDP の二乗、さらに FDI 受け入れ量と一人当たりエネルギー使
用量を加えている。結果としては、環境クズネッツ曲線は存在するとしており、FDI
は短期的にも長期的にも二酸化炭素排出量と相互に影響しあっているとしている。 
 そして、環境クズネッツ曲線仮説の検証ではないが、Jung Wan Lee（2013）は 1971
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年から 2009 年を対象として、G20 加盟国の FDI と二酸化炭素排出量の関係を分析して








１．４ ODA について 
 ここでは、前節と同様に ODA の定義及び先行研究について述べる。外務省（2015）




 具体的な ODA の定義については、OECD の DAC が公表している。経済産業省によれば、









して、各国の援助実績を取りまとめ、発表しているのが DAC である。 





























 ODA と二酸化炭素排出量の関係について調べた研究は未だ少ないが、 Bettina 
Kretschmer, Michel Hübler and peter nunnenkamp(2013)が、援助受入額と二酸化炭
素排出量及びエネルギー消費量との関係について分析している。この論文では環境ク
ズネッツ曲線仮説は使われていない。推定方法はダイナミックパネル分析を採用して
いる。分析対象国は 80 か国であり、World Bank により低所得国及び中間所得国に分類





















をベースにし、FDI と ODA が二酸化炭素排出量に対してどのように影響するのか分析す
る。 
 今後二酸化炭素排出量の増加が予想される非 OECD 諸国に対して、OECD 諸国が様々な
技術やノウハウを伝え、環境問題を地球全体で協力して解決していく必要がある。そ
のために有用であると考えられるものとして、FDI や ODA が挙げられる。これらが、二
酸化炭素排出量に対してどのように影響するのかを分析することで、FDI や ODA が環境
問題の解決に寄与しているかどうかを検討するのが、本論文の目的である。 










仮説① FDI は二酸化炭素排出量を減らす 
仮説② エネルギー分野全体に関する ODA は二酸化炭素排出量に影響力を持つ 
仮説③ 再生可能エネルギーに関する ODA は二酸化炭素排出量を減らす 
















 分析の対象となる国は全部で１３４か国である。OECD（2015）の「Creditor reporting 
system（CRS）」から、ODA 受入額のデータが得られる受入国を対象とする。また、その










モルドバは、UNCTAD の FDI 流入額のデータが得られないため除外した。 
 付録に本論文で扱う分析対象国のリスト表２．１がある。これは、２０１５年１月
に作成された DAC（2015）による ODA 受入国のリストを使い、経済発展の段階によって
四つのグループに分けて作成したものである。 







①一人当たり GNI（2008-2010 年平均） 
②HAI（Human Assets Index）：人的資源開発の程度を表す指標である。栄養不足人
 口の割合、５歳以下乳幼児死亡率、中等教育就学率、成人識字率を指標化して
 いる。CDP が設定した。 
③「EVI(Economic Vulnerability Index)」：外的ショックからの経済的脆弱性を表
 す指標である。CDP が設定した。 
 ①に関しては、2008 年から 2010 年までの平均の一人当たり GNI が 992 アメリカドル
以下であることが基準となっている。 
 また、残りの三つのグループの定義に関しては以下の通りである。「Other Low Income 
Countries」は 2013年時点で一人当たり GNIが 1045ドル以下の国である。「Lower Middle 
Income Countries」は 2013 時点で一人当たり GNI が 1046 ドルから 4125 ドルの間であ
る国である。「Upper Middle Income Countries and Territories」は 2013 年時点で一
人当たり GNI が 4126 ドルから 12745 ドルの間である国と地域である。この他に、2014






 ２．１．２ 一人当たり二酸化炭素排出量 
 一人当たり二酸化炭素排出量に関しては、The World Bank（2015）の WDI より引用
した。変数名は「 CO2 emissions (metric tons per capita) 」（EN.ATM.CO2E.PC）で






 下の図２．１は分析対象となっている国の 1973 年から 2011 年までの一人当たり二
酸化炭素排出量を所得の大きさ別に示したものである。単位は metric ton である。グ
ラフには、調査対象国の二酸化炭素排出量の全体平均と、それぞれの年ごとにそれぞ
れの国を、一人当たり GNI が 1000US ドル未満のグループ「低所得国」、1000US ドル以











































































 ２．１．３ 一人当たり GDP 
 一人当たり GDP に関しては、The World Bank（2015）の WDI より引用した。変数名
は「GDP per capita(constant 2005 US$)」(NY.GDP.PCAP.KD)で、単位は US ドル、２
００５年を基準年として計算された実質 GDP となっている。本論文では、「GDP/POP」
と表すこととする。 
 下の図２．２は、図２．１と同じくそれぞれの年で一人当たり GNI を基に分析対象
国を低所得国、中所得国、高所得国に分け、一人当たり GDP の平均をとったものであ
る。低所得国の一人当たり GDP は、３グループの中で最も低いが、徐々に増加してい
る。中所得国の一人当たり GDP は横ばい、高所得国の一人当たり GDP は大幅に増加し
ている。 
 


































































 ２．１．４ 一人当たりエネルギー消費量 
 一人当たりエネルギー消費量に関しては、The World Bank(2015)の WDI から引用し
た。変数名は「Energy use (kg of oil equivalent per capita)」（EG.USE.PCAP.KG.OE）





 下の図２．３は、それぞれの年で一人当たり GNI を基に分析対象国を低所得国、中
所得国、高所得国に分け一人当たりエネルギー消費量の平均をとったものである。ど
の所得帯も一人当たりエネルギー消費量は増加傾向にあるが、低所得国に比べて中所
得国及び高所得国は大きく増加している。1973 年と比較して 2011 年の低所得国の一人
当たりエネルギー消費量は約 1.4 倍であるが、中所得国と高所得国は約 1.8 倍と大き
く増加している。 
 


















 ２．１．５ 人口 
 人口に関しては、The World Bank (2015)の WDI から引用した。変数名は「Population, 
total」（SP.POP.TOTL)で、単位は人である。本論文では、「POP」と表すこととする。 
 下の図２．４は、それぞれの年で一人当たり GNI を基に分析対象国を低所得国、中
所得国、高所得国に分け人口の平均をとったものである。全体平均では人口は一貫し
て増加しており、2011 年には 1973 年に比べて約 2.3 倍になっている。高所得国は人口








































































 都市人口比率に関しては、The World Bank(2015)の WDIから引用した。変数名は「Urban 





 下の図２．５は、それぞれの年で一人当たり GNI を基に分析対象国を低所得国、中
所得国、高所得国に分け都市人口比率の平均をとったものである。全体平均では都市
人口比率は増加しており、都市へ人口が流入し続けていることが分かる。2011 年では、
低所得国の都市人口比率は約 34.3%、中所得国は約 52.5%、高所得国は約 52.1％であり、
低所得国が他の二つの所得帯に対して低くなっている。 
 

















 工業比率に関しては、The World Bank（2015）の WDIから引用した。変数名は「Industry, 





 下の図２．６は、それぞれの年で一人当たり GNI を基に分析対象国を低所得国、中
所得国、高所得国に分け工業比率の平均をとったものである。工業比率は中所得国を
除いて、大体は横ばいとなっている。2011 年度では、低所得国の工業比率は約 22.9%、
高所得国は約 27.1%である。中所得国は 1973 年に約 31.8%であったのが、2011 年には
約 37.8%に増加している。 
 















































 FDI 受け入れ総額に関しては、UNCTAD（2015）から引用した。データは、係数名「Inward 
and outward foreign direct investment flows, annual, 1970-2013」の中の「Inward」
を利用した。単位は 100 万 US ドルで、計測された当時の為替レートで評価された名目
値となっている。本論文では、「FDI」と表すこととする。 
 下の図２．８は、それぞれの年で一人当たり GNI を基に分析対象国を低所得国、中
所得国、高所得国に分け FDI 流入額の平均をとったものである。全体平均は大きく増
加している。最も大きく伸びているのは高所得国であり、2011 年度は 1973 年度と比べ
て約 144 倍の 4825 百万 US ドルである。一方で、低所得国は高所得国、中所得国と比
較してそれほど増加しておらず、2011 年は 1973 年の約 35.6 倍の 1154 百万 US ドルと
なっている。 
 































の”Technical Guide to terms and data in the Creditor Reporting System(CRS) Aid 
Activities database”によれば、Creditor Reporting System（CRS）の ODA 受入額デ
ータの包括性については、時期によりバラつきがあるが、その中でも約束額の方が支
払額に比べ優れている。具体的には DAC メンバーによる CRS の約束額のデータの完全
性は 1995 年までは 70％であったものが、2000 年には 90％、2003 年以降からはほとん
ど 100％となっている。一方で支払額については、2002 年以前の包括率は 60％を下回
っており、2002 年からは 90％前後となり、2007 年からは 100％に近くなるようになっ
ている。 
 ここで ODA 受入額のデータについていくつか補足をしておく。まず、援助活動につ
いては、様々な形を取る。援助活動はプロジェクトの形を取る以外にも、現金送付や
財の供給、教育活動、研究プロジェクト、債務救済または NGO への寄付なども含まれ
る。本論文で扱う ODA 受入額のデータは Creditor Reporting System より引用してい
るが、ここではこれら全ての活動が含まれている。 
 そして、本論文で扱う ODA のデータは完璧に世界の ODA を把握したものではない。
ODA の定義として、受給国が DAC の作成する発展途上国のリストに含まれていることが
挙げられる。DACが発展途上国への援助の流れに関するデータを収集し始めたのは 1961
年からであるが、ある年度のある国の ODA 受入額のデータが Creditor Reporting 
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System に含まれているかどうかは、DAC が作成するその年度の ODA 受給国のリストに
その国が含まれているかどうかにかかっている。そのため、1961 年以降のデータであ
っても国や年度によっては、援助受入額のデータが得られない場合がある。 








 「再生不能エネルギー」には、purpsename が「Power generation/non-renewable 







 「再生可能エネルギー」には、purposename が「Power generation/renewable sources」、
「Nuclear power plants」、「Hydro-electric power plants」、「Geothermal energy」、















 「その他」には、purposename が「Energy policy and administrative management」、
「 Electrical transmission/ distribution 」、「 Gas distribution 」、「 Energy 
education/training」、「Energy research」「II.3. Energy」のものが含まれる。「Energy 


















 図２．９は、1973 年から 2011 年までの年度別に、各受給国が得た ODA を全て合計し
たものをグラフとしたものである。単位は百万 US ドルである。全ての分野に関する ODA
と、エネルギー分野に関する ODA を比較している。ODA 全体は 1973 年においておおよ
そ 10000 百万 US ドルであるのに対して、2000 年から 2009 年の間に大きく増加し、2011
年にはおおよそ 225000 百万 US ドルと、約 22.5 倍にまで増加している。一方で、エネ
ルギー分野に関する ODA は、1973 年はおおよそ 1000 百万 US ドルであるのに対して、
2000 年から 2009 年の間に ODA 全体と同じように増加傾向を強め、2011 年にはおおよ
そ 20000 百万 US ドルと約 17 倍にまで増加している。 
 














 図２．１０は、エネルギー分野に関する ODA の中で、二酸化炭素を排出しない再生
可能エネルギー、二酸化炭素を排出する再生不能エネルギー、そしてその他のエネル
ギー関連分野に関する ODA の比率を示したものである。年によってその構成比は変わ
るが、全体での大まかな比率は 41 年間で大体変わらず、再生可能エネルギーへの ODA
が約２割、再生不能エネルギーへの ODA が約２割、その他エネルギー関連の ODA が約
５割を占めている。2011 年の数値では、再生可能エネルギーへの ODA が約 26.6%、再


















図２．１０ エネルギー分野に関するODAの内訳  
再生可能エネルギー その他 再生不能エネルギー 
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 図２．１１は、1973 年から 2011 年までの再生可能エネルギーに対する ODA のエネル
ギー別構成比を示したものである。原子力発電に対する ODA は、最初はあまり拠出さ
れていなかったが、近年徐々に増加してきており、2010 年には 7.08%を占めている。
ただし、グラフには含まれていないが、2011 年以降の原子力発電に対する ODA は大幅
に減少している。水力発電は、1973 年から 1993 年までは再生可能エネルギーの中で約
9 割と大部分を占めている。その後、それまでよりは比率は減っているものの、2011
年には 41.7％を占めている。地熱発電に対しては、1976 年から額は少ないものの長年
ODA が拠出され続けており、他のエネルギーと比較すると数年おきに大きく ODA が拠出
されていることが特徴である。2010 年には 10.5％を占めている。太陽光は、1990 年代
後半から拠出額が大きく増加し始め、2001 年には全体の２割を占めるまでになってい
る。その後構成比率は少し減少したが、2011 年には 6.81％を占めている。風力は、太





















































































 まず、ODA と FDI 以外の変数を加えたものが式（１．１）である。ここで、CO2 は二
酸化炭素、POP は人口、GDP は GDP、ENG はエネルギー消費量、URBAN は都市人口比率、
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       +𝛽𝛽5(URBAN)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽6 (𝐼𝐼𝐸𝐸𝐺𝐺)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽7 (𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝐺𝐺𝐸𝐸)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑌𝑌𝑖𝑖 + 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖 （１．１） 






















𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃�𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃�2𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3log(𝐸𝐸𝐸𝐸𝐺𝐺𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽4log(𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃)𝑖𝑖𝑖𝑖 +𝛽𝛽5(𝑈𝑈𝑇𝑇𝑈𝑈𝑇𝑇𝐸𝐸)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽6(𝐼𝐼𝐸𝐸𝐺𝐺)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽7(𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝐺𝐺𝐸𝐸)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽8log(FDI)𝑖𝑖𝑖𝑖 +𝛽𝛽9log (𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽10log (𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑙𝑙2)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽11log (𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑙𝑙𝑂𝑂ℎ)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑌𝑌𝑖𝑖 + 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖 （１．３） 










= 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃�𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃�2𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3log(𝐸𝐸𝐸𝐸𝐺𝐺𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃)𝑖𝑖𝑖𝑖 +𝛽𝛽4log(𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽5(𝑈𝑈𝑇𝑇𝑈𝑈𝑇𝑇𝐸𝐸)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽6(𝐼𝐼𝐸𝐸𝐺𝐺)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽7(𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝐺𝐺𝐸𝐸)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽8log(FDI)𝑖𝑖𝑖𝑖 +𝛽𝛽9log(ODAeng)𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝛽𝛽10log(ODAeng)𝑖𝑖𝑖𝑖−2 + 𝛽𝛽11log(ODAeng)𝑖𝑖𝑖𝑖−3 + 𝛽𝛽12log(ODAeng)𝑖𝑖𝑖𝑖−4 +𝑌𝑌𝑖𝑖 + 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖 （１．４） 







= 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃�𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃�2𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3log(𝐸𝐸𝐸𝐸𝐺𝐺𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃)𝑖𝑖𝑖𝑖 +𝛽𝛽4log(𝑃𝑃𝐶𝐶𝑃𝑃)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽5(𝑈𝑈𝑇𝑇𝑈𝑈𝑇𝑇𝐸𝐸)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽6(𝐼𝐼𝐸𝐸𝐺𝐺)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽7(𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝐺𝐺𝐸𝐸)𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽8log(𝐹𝐹𝐺𝐺𝐼𝐼)𝑖𝑖𝑖𝑖 +𝛽𝛽9log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂)𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝛽𝛽10log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂)𝑖𝑖𝑖𝑖−2 + 𝛽𝛽11log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂)𝑖𝑖𝑖𝑖−3 + 𝛽𝛽12log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂)𝑖𝑖𝑖𝑖−4 +𝛽𝛽9 log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑙𝑙2)𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝛽𝛽10 log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑙𝑙2)𝑖𝑖𝑖𝑖−2 + 𝛽𝛽11 log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑙𝑙2)𝑖𝑖𝑖𝑖−3 + 𝛽𝛽12 log(𝐶𝐶𝐺𝐺𝑇𝑇𝑂𝑂𝑙𝑙2)𝑖𝑖𝑖𝑖−4 +𝛽𝛽9log(ODAoth)𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝛽𝛽10log(ODAoth)𝑖𝑖𝑖𝑖−2 + 𝛽𝛽11log(ODAoth)𝑖𝑖𝑖𝑖−3 + 𝛽𝛽12log(ODAoth)𝑖𝑖𝑖𝑖−4 +𝑌𝑌𝑖𝑖 + 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖 （１．５） 
 そして、モデル（１．２）、（１．４）により「仮説① FDI は二酸化炭素排出量を減
らす」及び「仮説② エネルギー分野全体に関する ODA は二酸化炭素排出量に影響力
を持つ」について検討する。また、モデル（１．３）、（１．４）により「仮説③ 再
生可能エネルギーに関する ODA は二酸化炭素排出量を減らす」及び「仮説④ 再生不

























排出量に影響力を持っていない。この結果は Jung Wan Lee（2013）が示した結果と整
合性がある。そして、ODA はほとんど全てのモデルで一人当たり二酸化炭素排出量に対
して影響力を持っていない。この結果は、Bettina Kretschmer, Michel Hübler and peter 
nunnenkamp(2013)が示した結果と整合性がある。 
 一方で、モデル（１．５）において、三年前の再生可能エネルギーに関する ODA 受
入額が一人当たり二酸化炭素排出量を減少させる可能性があることが、極めて弱い結
果であるが示唆されている。ここでは係数より、三年前の再生可能エネルギーに関す




とができる。また、この結果は Bettina Kretschmer, Michel Hübler and peter 
nunnenkamp(2013)が示した結論と異なっている。ここでは、エネルギー分野全体に関
する ODA で一括りにした上で分析した結果、ODA は二酸化炭素排出量に対して影響を及










 以上の結果から、仮説の検討を行うと、「仮説① FDI は二酸化炭素排出量を減らす」
「仮説② エネルギー分野全体に関する ODA は二酸化炭素排出量に影響力を持つ」「仮
説③ 再生可能エネルギーに関する ODAは二酸化炭素排出量を減らす」は棄却される。









  また、係数推定量下の括弧内は t 値を示し、係数推定量右の***, **, *は、それぞれ１％、５％、 
  １０％水準で有意であることを示す。 
lnpcco2 (1.1) (1.2 (1.3) (1.4) (1.5)
log(GDP/POP) 0.630 1.248 ** 1.309 * 1.107 * 1.319 **
(1.65) (1.88) (1.94) (1.81) (2.3)
log(GDP/POP)² -0.032 -0.044 -0.048 -0.031 -0.050
(-0.71) (-0.91) (-0.98) (-0.69) (-1.20)
log(ENG) 0.848 *** 0.805 *** 0.745 *** 0.817 *** 0.687 ***
(7.71) (6.48) (5.32) (6.17) (4.81)
log(POP) 0.511 * 0.442 0.344 0.477 0.228
(1.74) (1.26) (1.00) (1.30) (0.95)
URBAN -0.008 -0.007 -0.005 -0.008 -0.005
(-0.91) (-0.76) (-0.55) (-0.81) (-0.96)
IND 0.004 0.003 0.005 0.002 0.002
(1.23) (0.74) (1.46) (0.45) (0.80)
TRADE 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001
(0.34) (0.94) (0.98) (0.69) (1.34)
log(FDI) 0.004 0.006 0.018 ** 0.003









































定数項 -19.621 *** -19.197 *** -17.292 *** -19.526 *** -14.991 ***
(-4.33) (-3.63) (-3.50) (-3.55) (-4.05)
Ｒ² 0.647 0.6538 0.6751 0.7 0.7154
観測値数 2,562 2,280 2,027 2,063 1,638


















カを追い抜き、以後最も多い二酸化炭素排出量を記録しており、2011 年には 1973 年の
約２．４倍と最も大きな伸びを見せている。 
 















じ一人当たり GDP で推移しているが、アメリカは両者に比べて高い一人当たり GDP を
示している。2011 年度のアメリカ地域の一人当たり GDP は 4992US ドルと、アジア地域
の 2153US ドルの約２．３倍となっている。 
 
出所：The World Bank（2015）より作成（単位:US ドル） 
 図４．３は、分析対象国をアフリカ、アメリカ、アジアの三つの地域に分け、それ
ぞれの年の一人当たりエネルギー消費量の平均をとったものである。三地域の中で最
も増加が著しいのはアジアである。2011 年は 1973 年と比較してアフリカが約 1.2 倍、
アメリカが約 1.3 倍となっているのに対して、アジアは約 2.8 倍となっている。 
 
























平均は 1973 年に比べて 2011 年には約 1.9 倍になった。特に、アジアの人口はアメリ
カ、アフリカと比較して特に多く、増加も顕著である。1973 年と比較して 2011 年の平
均的なアジアの国の人口は約 1.8 倍になった。また、2011 年ではアジア地域の平均的
な国の人口はアフリカ地域、アメリカ地域のそれの約 5.25 倍である。 
 





約 47.2%、アフリカ地域は約 40.7%となっている。 
 























ぞれの年の工業比率の平均をとったものである。1973 年と 2011 年を比較すると、アフ
リカとアジアでは減少し、アメリカでは減少している。2011 年では、アフリカの工業
比率は約 27.9%、アメリカは約 29.0%、アジアは約 32.4%となっており、アジアで高く
なっている。 
 
出所：The World Bank（2015）より作成（単位：パーセント） 
 図４．７は、分析対象国をアフリカ、アメリカ、アジアの三つの地域に分け、それ
ぞれの年の貿易開放度の平均をとったものである。1973 年と 2011 年を比較すると、全
ての地域で増加しているが、もっとも伸びが大きいのはアジアであり、2011 年度の数
値は 1973 年の約 2.74 倍となっている。2011 年のアジアの貿易開放度は約 92.2、アフ
リカでは約 81.1 アメリカでは約 77.6 である。 
 




















ぞれの年の FDI 流入額の平均をとったものである。最も大きく FDI が伸びたのはアジ
アで、1973 年には 55 百万 US ドルであったものが 2011 年には 7174 百万 US ドルになっ
ている。2011 年度ではその後、アメリカの 5279 百万 US ドルとアフリカの 931 百万 US
ドルが続き、アフリカの FDI 流入額が最も少なくなっている。 
 
出所：UNCTAD（2015）より作成（単位：１００万 US ドル） 
 図４．９は、1973 年から 2011 年までのアフリカ、アメリカ及びアジアの三地域に拠
出されたエネルギー分野への ODA の合計額の推移を示したグラフである。全体の傾向
としては、アメリカ、アフリカ、アジアの順で ODA 拠出額は大きくなっている。どの
地域も ODA 受取額は増加しているが、特に伸びが大きいのはアジアであり、2011 年に
はアジアに 9528 百万 US ドルが拠出されている。また、アフリカへは 4952 百万 US ド
ル、アメリカへは 1816US ドルが 2011 年に拠出されている。 
 






























2011 年では、再生可能エネルギーに関する ODA の構成比は約 17.8%、再生不能エネル
ギーに関するものは約 1％、その他エネルギーに関するものは約 81.2%となっている。



















年では、再生可能エネルギーに関する ODA の構成比は約 40.4%、再生不能エネルギーに
関する者は約 19.3%、その他エネルギーに関する者が 40.3%となっている。この図から、
他の地域に比べると、アジアでは長期的に安定してある程度の量の再生不能エネルギ











































 アメリカでは、一人当たり GDP と ODA 受入額は一人当たり二酸化炭素排出量に影響
を及ぼさず、環境クズネッツ曲線仮説は成立していない。そして、一人当たりエネル
ギー消費量と貿易開放度が一人当たり二酸化炭素排出量を増加させる結果が読み取れ





























 以上の結果から、仮説の検討を行う。アフリカでは、「仮説① FDI は二酸化炭素排
出量を減らす」、「仮説③ 再生可能エネルギーに関する ODA は二酸化炭素排出量を減
らす」、「仮説④ 再生不能エネルギーに関する ODA は二酸化炭素排出量を増やす」は
棄却される。一方で、「仮説③ 再生可能エネルギーに関する ODA は二酸化炭素排出量
を減らす」は、わずかではあるが棄却されない可能性があると言える。アメリカでは、
「仮説① FDI は二酸化炭素排出量を減らす」、「仮説③ 再生可能エネルギーに関する
ODA は二酸化炭素排出量を減らす」、「仮説④ 再生不能エネルギーに関する ODA は二酸
化炭素排出量を増やす」の全てが棄却される。アジアでは、「仮説① FDI は二酸化炭
素排出量を減らす」、「仮説③ 再生可能エネルギーに関する ODA は二酸化炭素排出量








  係数推定量下の括弧内は t 値を、係数推定量右の***, **, *は、それぞれ１％、５％、１０％水準  
で有意であることを示す。  
lnpcco2 アフリカ アメリカ アジア
log(GDP/POP) -1.237 * 1.447 1.956 **
(-2.00) (0.89) (2.56)
log(GDP/POP)² 0.164 *** -0.061 -0.136 **
(3.51) (-0.63) (-2.60)
log(ENG) 0.528 ** 0.609 *** 0.920 ***
(2.40) (3.55) (5.32)
log(POP) 1.133 ** 0.163 -0.600 **
(2.22) (0.37) (-2.27)
URBAN -0.009 0.012 -0.006
(-1.16) (1.58) (-1.06)
IND 0.011 *** -0.002 -0.004
(3.06) (-0.55) (-0.73)
TRADE 0.000 0.006 *** 0.001
(0.11) (2.97) (1.94) *
log(FDI) 0.004 0.004 -0.004
(0.42) (0.24) (-0.44)
log(ODArnw)t-1 -0.004 0.003 0.000
(-0.72) (0.62) (0.08)
log(ODArnw)t-2 -0.013 0.003 0.000
(-1.69) (0.79) (-0.07)
log(ODArnw)t-3 -0.014 * -0.004 -0.270
(-1.96) (-0.77) (-0.29)
log(ODArnw)t-4 0.004 -0.001 -0.297
(0.75) (-0.34) (-0.28)
log(ODAco2)t-1 0.003 -0.004 0.003
(0.50) (0.05) (0.71)
log(ODAco2)t-2 -0.001 -0.002 0.003
(-0.17) (-0.23) (0.96)
log(ODAco2)t-3 -0.004 0.002 0.007 **
(-0.72) (0.26) (2.89)
log(ODAco2)t-4 -0.005 0.006 0.005 *
(-0.76) (1.24) (1.82)
log(ODAoth)t-1 0.006 -0.002 -0.002
(1.32) (-0.84) (-0.66)
log(ODAoth)t-2 0.007 0.002 0.002
(1.25) (0.92) (0.53)
log(ODAoth)t-3 0.011 0.001 -0.004
(1.60) (0.44) (-0.76)
log(ODAoth)t-4 0.003 -0.002 -0.001
(0.53) (-1.10) (-0.25)
定数項 -21.303 *** -14.652 * -2.583
(-2.74) (-1.75) (-0.50)
Ｒ² 0.6313 0.7416 0.8961
観測値数 605 407 532




 本論文では、エネルギー分野に対する ODA と二酸化炭素排出量の関係について分析
を行った。結果としては、世界各国を対象としたパネルデータ分析では、FDI、エネル





















も天然ガス火力発電に関する ODA と石炭火力発電に関する ODA を分別しての分析が考
えられる。早稲田（2011）によれば、１kWh の発電で発生する二酸化炭素の量は天然ガ
ス火力の 608 グラムに比べて、石炭火力の方が 975 グラムで約 1.5 倍ある。また、1973



















Other Low Income Countries 
北朝鮮、ケニア、タジキスタン、ジンバブエ 




















変数 記号 観測値数 平均 標準偏差 最小値 最大値 
年 t 5382 1992 11.25567 1973 2011 
国 i 5382 69.5 39.83982 1 138 
一人当たり二酸化
炭素排出量 
CO2/POP 4804 1.67579 2.284952 0.00058 15.9369 
Log(CO2/POP) 4804 -0.3679932 1.477364 -7.452025 2.76864 
一人当たりＧＤＰ GDP/POP 4416 2089.278 2211.148 113.877 15095.6 
Log(GDP/POP) 4416 7.131745 1.049089 22.42131 9.622161 
Log(GDP/POP)² 4416 51.95794 15.00137 2.273648 92.58598 
一人当たりエネル
ギー消費量 
ENG/POP 3176 861.4707 723.2496 9.71477 4868.62 
Log(ENG/POP) 3176 6.481961 0.7418211 8.927712 8.490567 
工業比率 IND 4038 27.56355 11.84682 3.48226 78.5181 
都市人口比率 URBAN 5309 40.65808 20.10043 3.236 94.612 
人口 POP 5348 3.10E+07 1.27E+08 7538 1.30E+09 
 Log(POP) 3176 15.26468 2.16107 8.927712 21.01901 
貿易開放度 TRADE 4329 75.53287 44.04958 0.308803 531.737 
FDI FDI 4749 956.6083 5236.241 -4748.88 123985 
 Log(FDI) 4169 3.463056 4.054698 -11.51293 11.72792 
エネルギー分野全
体に関する ODA 
ODAeng 3618 73.03407 232.6174 0 3867.49 
Log(ODAeng) 3618 1.631303 1.986115 0 8.26062 
再生可能エネルギ
ーに関する ODA 
ODArnw 3618 18.45993 81.34041 0 1860.666 
Log(ODArnw) 3618 0.9369996 1.55325 0 7.529227 
再生不能エネルギ
ーに関する ODA 
ODAco2 3618 16.77918 108.0454 0 3487.5 
Log(ODAco2) 3618 0.5744139 1.379765 0 8.157228 
その他エネルギー
に関する ODA 
ODAoth 3618 37.79496 128.9365 0 2713.016 







  log(CO2/POP) log(GDP/POP) log(GDP/POP)
² 
log(ENG/POP) IND URBAN 
log(CO2/POP) 1      
log(GDP/POP) 0.7962 1     
log(GDP/POP)² 0.7841 0.9974 1    
log(ENG/POP) 0.7995 0.6612 0.6681 1   
IND -0.0321 -0.2535 -0.2513 0.0339 1  
URBAN 0.6671 0.7738 0.7726 0.5906 -0.118 1 
log(POP) 0.4587 0.3911 0.3763 0.4269 0.141 0.3326 
TRADE 0.2442 0.2263 0.2152 0.1837 -0.5065 0.0539 
log(FDI) 0.5293 0.4578 0.4542 0.5086 0.4215 0.4614 
log(ODAeng) -0.0122 -0.1525 -0.1553 -0.0414 0.5106 -0.1395 
log(ODArnw) 0.0534 -0.0543 -0.056 0.0369 0.4099 -0.0735 
log(ODAco2) 0.0316 -0.1399 -0.1421 -0.0427 0.3769 -0.1392 
log(ODAoth) -0.0591 -0.1823 -0.186 -0.0815 0.4659 -0.1611 
 
  log(POP) TRADE log(FDI) log(ODAeng) log(ODArnw) 
log(POP) 1     
TRADE 0.242 1    
log(FDI) 0.3854 0.0759 1   
log(ODAeng) 0.0145 -0.2402 0.2519 1  
log(ODArnw) 0.0322 -0.1744 0.2708 0.6704 1 
log(ODAco2) 0.0232 -0.1248 0.1574 0.559 0.3481 
log(ODAoth) -0.0012 -0.2189 0.2284 0.846 0.3928 
 
 log(ODAco2) log(ODAoth) 
log(ODAco2) 1  








lnpcco2 （１．１） （１．２） （１．３） （１．４） （１．５）
log(GDP/POP) 3.312 *** 3.285 *** 3.631 *** 3.524 *** 4.075 ***
(17.83) (17.14) (18.14) （18.21） (19.46)
log(GDP/POP)² -0.193 *** -0.189 *** -0.215 *** -0.203 *** -0.241 ***
(-15.29) (-14.27) (15.42) (-14.97) (-16.21)
log(ENG) 0.902 *** 0.864 *** 0.856 *** 0.843 *** 0.793 ***
(20.84) (16.40) (15.02) (14.35) (11.38)
log(POP) 0.085 *** 0.770 *** 0.059 *** 0.060 *** 0.041 ***
(8.95) (5.50) (4.15) (4.05) (2.67)
URBAN 0.002 ** 0.002 *** 0.004 *** 0.002 *** 0.004 ***
(2.20) (2.72) (4.58) (2.48) (4.62)
IND 0.004 *** 0.002 -0.002 0.000 -0.006 ***
(2.72) (1.28) (-1.15) (0.29) (-3.67)
TRADE 0.003 *** 0.003 *** 0.003 *** 0.002 *** 0.003 ***
(5.69) (5.26) (5.19) (4.60) (4.68)
log(FDI) -0.008 -0.002 -0.010 -0.013









































定数項 -21.084 *** -20.781 *** -21.521 *** -21.405 *** -22.5443 ***
(-29.14) (-26.30) (23.47) (-25.96) (-24.00)
R² 0.8228 0.8178 0.8253 0.8250 0.8429
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